
８専決第９号

令和７年度西之表市後期高齢者医療保険特別会計補正予算（第５号）

上記予算を地方自治法第１７９条第１項の規定により専決する。

令和８年３月３１日

西 之 表 市 長　　八 板　俊 輔

専　決　処　分　書
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後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ５ 号 ） 及 び 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ７ 年 度

( 専 決 )



あ



８ 専 決 第 ９ 号

令 和 ７ 年 度 西 之 表 市 の 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ５ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 　 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ３ ， ８ ０ ６ 千 円 を 減 額 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳

　 出 そ れ ぞ れ ３ ４ ６ ， ３ ９ ６ 千 円 と す る 。

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １

　 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　

　 　 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

                                  西 之 表 市 長 　 八 板 　 俊 輔

令 和 ７ 年 度 西 之 表 市 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ５ 号 ）



あ



－1－

款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料1 233,848 △4,325 229,523

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料1 233,848 △4,325 229,523

繰 入 金3 116,035 △5,315 110,720

一 般 会 計 繰 入 金1 116,035 △5,315 110,720

諸 収 入5 8,312 △4,166 4,146

雑 入3 8,047 △4,166 3,881

346,396歳              入              合              計 360,202 △13,806



補  正  額 計款

－2－

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費1 14,830 △797 14,033

総 務 管 理 費 1 13,267 △755 12,512

徴 収 費 2 1,563 △42 1,521

後期高齢者医療広域連合納付金2 316,828 △5,333 311,495

後期高齢者医療広域連合納付金 1 316,828 △5,333 311,495

保 健 事 業 費3 25,577 △6,512 19,065

健 康 保 持 増 進 事 業 費 1 25,577 △6,512 19,065

諸 支 出 金4 744 45 789

繰 出 金 2 512 45 557

予 備 費5 2,223 △1,209 1,014

予 備 費 1 2,223 △1,209 1,014

346,396歳              出              合              計 360,202 △13,806



－3－

款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 △4,325 229,523233,848

3 繰 入 金 △5,315 110,720116,035

5 諸 収 入 △4,166 4,1468,312

歳     入     合     計 360,202 △13,806 346,396



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

－4－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

△7961 △797 14,03314,830 △1総 務 費

62 △5,333 311,495316,828 △5,339後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

△6,5123 △6,512 19,06525,577保 健 事 業 費

454 45 789744諸 支 出 金

△2,2235 △1,209 1,0142,223 1,014予 備 費

歳     出     合     計 360,202 △13,806 346,396 △9,480 △4,326



－5－

後期高齢者医療保険特別会計 1  後期高齢者医療保険料

２　歳　入

（単位：千円）後期高齢者医療保険料1後期高齢者医療保険料（款） 1 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

605現年度分1605特別徴収保険料1 111,586110,981 605現年度分

△4,843現年度分1△4,930普通徴収保険料2 117,937122,867 △4,843現年度分

△87滞納繰越分2 △87滞納繰越分

229,523△4,325233,848計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 3

△4,908事務費繰入金1△4,908事務費繰入金1 16,18821,096 △4,908事務費繰入金

△407一体的実施事業繰1△407後期高齢者医療広3 13,02413,431 △407一体的実施事業繰入金

入金域連合受託事業繰

入金

110,720△5,315116,035計

雑入（項） 3諸収入（款） 5

△4,166雑入1△4,166雑入1 3,8818,047 △3,859長寿健診補助金

△306特別対策補助金

△1労働保険料（個人負担分）

3,881△4,1668,047計



３　歳　出
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（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 △755 12,512 △754 △1 3 職員手 当等 △94 時間外勤務手当 △94

4 共 済 費 △3 職員共済組合負担金 △2
追加費用 △1

8 旅 費 △151 普通旅費 △151

10 需 用 費 △183 消耗品費 △122
印刷製本費 △61

11 役 務 費 △272 通信運搬費 △272

12 委 託 料 △39 電算共同処理

13 使用料 及び △13 OA機器借上料 △13
賃 借 料

（款） （項） 2

1 △42 1,497 △42 8 旅 費 △27 普通旅費 △27

10 需 用 費 △3 消耗品費 △3

11 役 務 費 △12 手数料 △12

（款） （項） 1

1 △5,333 311,495 6 △5,339 18 負担金 補助 △5,333 保険料等負担金 △5,333
及び交 付金者医療広

2 後期高齢者医療広域連合納付金 後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢 316,828

計 1,563 △42 1,521 △42

1 総務費 徴収費

徴収費 1,539

計 13,267 △755 12,512 △754 △1

一般管理 13,267
費

目 補正前の額 補 正 額 計

1 総務費 総務管理費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（単位：千円）
（款） （項） 1

そ の 他

（款） （項） 1

1 △5,674 4,660 △5,674 10 需 用 費 △9 消耗品費 △9

11 役 務 費 △82 通信運搬費 △82

12 委 託 料 △5,579 健康診査

18 負担金 補助 △4 特定検診等データ管理システム開
及び交 付金 発負担金 △4

2 △838 14,405 △838 1 報 酬 △95 報酬（会計年度任用職員） △95

3 職員手 当等 △168 時間外勤務手当 △143
期末勤勉手当（会計年度任用職員
） △25

4 共 済 費 △17 労働保険料 △9
社会保険料負担金 △5
職員共済組合負担金（会計年度任
用職員） △3

7 報 償 費 △246 謝金 △246

8 旅 費 △138 普通旅費 △121
費用弁償（会計年度任用職員） △17

10 需 用 費 △89 燃料費 △36

後期高齢者医療保険特別会計 2  後期高齢者医療広域連合納付金

一体的実 15,243
施事業費

費

3 保健事業費 健康保持増進事業費

健康診査 10,334

計 316,828 △5,333 311,495 6 △5,339

説　　明

域連合納
付金

目 補正前の額 補 正 額 計

2 後期高齢者医療広域連合納付金 後期高齢者医療広域連合納付金

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
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（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

食糧費 △15
印刷製本費 △5
修繕料 △33

11 役 務 費 △3 通信運搬費 △3

17 備品購 入費 △82 庁用器具費

（款） （項） 2

1 45 557 45 27 繰 出 金 45 一般会計繰出金 45

（款） （項） 1

1 △1,209 1,014 △2,223 1,014 予備費 △1,209

計 2,223 △1,209 1,014 △2,223 1,014

5 予備費 予備費

予備費 2,223

計 512 45 557 45

△6,512

4 諸支出金 繰出金

繰出金 512

計 25,577 △6,512 19,065

説　　明目 補正前の額 補 正 額 計

3 保健事業費 健康保持増進事業費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



1　一　　般　　職

(１)　総　　括

共 済 費 合 計

報 酬 ( 千 円 ) 給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

3
(2)

3
(2)

0
(0)

区　　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当 管 理 職 手 当

職員手当 補 正 後 336 0 108 331 5,355 84 0

の 内 訳 補 正 前 336 0 108 568 5,380 84 0

比　　　較 0 0 0 △ 237 △ 25 0 0

区　　　分 児 童 手 当 管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当

職員手当 補 正 後 240 0

の 内 訳 補 正 前 240 0

比　　　較 0 0

ア　会計年度任用職員以外の職員

共 済 費 合 計

給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

3
(0)

3
(0)

0
(0)

区　　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当 管 理 職 手 当

職員手当 補 正 後 336 0 108 331 4,029 84 0

の 内 訳 補 正 前 336 0 108 568 4,029 84 0

比　　　較 0 0 0 △ 237 0 0 0

区　　　分 児 童 手 当 管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当

職員手当 補 正 後 240 0

の 内 訳 補 正 前 240 0

比　　　較 0 0

イ　会計年度任用職員

共 済 費 合 計

報 酬 ( 千 円 ) 給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

0

(2)

0

(2)

0

(0)

区　　　分 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当

職員手当 補 正 後 0 0 1,326

の 内 訳 補 正 前 0 0 1,351

比　　　較 0 0 △ 25

△ 128

5,653

( )パートタイム会計年度
任用職員

補 正 前 3,641 0 1,351 4,992 789 5,781

比　　　較 △ 95 0 △ 25 △ 120 △ 8

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備 考

補 正 後 3,546 0 1,326 4,872 781

△ 239

17,926

( )再任用短時間職員補 正 前 9,894 5,365 15,259 2,906 18,165

比　　　較 0 △ 237 △ 237 △ 2

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備考

補 正 後 9,894 5,128 15,022 2,904

23,946

比　　　較 △ 95 0 △ 262 △ 357 △ 10

3,641 9,894 6,716 20,251 3,695

- 9 -

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備 考

補 正 後 3,546 9,894 6,454 19,894 3,685

△ 367

23,579
( )再任用短時間職員及び
パートタイム会計年度任用
職員

補 正 前



(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分

(３)　給料及び職員手当の状況

一 般 行 政 職 税 務 職

262,900 310,500

279,412 326,693

33.5 39.0

262,900 310,500

287,239 324,000

33.5 39.0

  イ　初任給

(試験) (試験)

(選考) (選考)

（総合職） （総合職）

（一般職） （一般職）
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説　　　　　　　　　　明増減額(千円) 増減事由別内訳(千円)

給 料 0

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

職 員 手 当 △ 262
制度改正に伴う増減分

その他の増減分 執行額確定に伴う減額

  ア　職員1人当たりの給料　

区　　　　　　　　　分

令和8年3月1日

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

令和8年1月1日

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

(令和8年3月1日現在）

（一般職） 216,700円         
195,800円 195,800円

区分 一般行政職 税務職
国 の 制 度

一般行政職

277,700円         

232,000円             263,600円         
大学卒 (試験) 232,000円 (試験) 232,000円

242,000円             

税務職

高校卒
200,300円 200,300円

（一般職） 200,300円             

備　　　考



  ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

１ 級 1 50.0 １ 級 １ 級 １ 級 1 33.3

２ 級 ２ 級 ２ 級 ２ 級

３ 級 1 50.0 ３ 級 1 100.0 ３ 級 ３ 級 2 66.7

４ 級 ４ 級 ４ 級 ４ 級

５ 級 ５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級 ７ 級

計 2 100.0 計 1 100.0 計 計 3 100.0

１ 級 1 50.0 １ 級 １ 級 １ 級 1 33.3

２ 級 ２ 級 ２ 級 ２ 級

３ 級 1 50.0 ３ 級 1 100.0 ３ 級 ３ 級 2 66.7

４ 級 ４ 級 ４ 級 ４ 級

５ 級 ５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級 ７ 級

計 2 100.0 計 1 100.0 計 計 3 100.0

（級別の標準的な職務内容）

３級 ４級 ５級 ６級 ７級

係 長 課 長 課 長

副 長 参 事 参 事

一 般 行 政 職 税 務 職

（Ａ） 人 3 2 1

（Ｂ） 人 3 2 1

１号給 人 0

２号給 人 0

３号給 人 0

４号給 人 3 2 1

人

％ 100.0 100.0 100.0

（Ａ） 人 3 2 1

（Ｂ） 人 3 2 1

１号給 人 0

２号給 人 0

３号給 人 0

４号給 人 3 2 1

人

％ 100.0 100.0 100.0
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小計

級 級 級 級

主 事 補 ・ 主 事 主 査

区分

一般行政職 税務職

令 和 8 年 3 月 1 日

令 和 8 年 1 月 1 日

区　　分 １級・２級

合　　　計
代 表 的 な 職 種

一　　般　　行　　政　　職

  エ　昇給

区　　　　　分

課 長 補 佐

補 正 前

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比率（Ｂ）／（Ａ）

補 正 後

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比率（Ｂ）／（Ａ）



６月(月分） １２月(月分） ３月(月分）

補 正 後 2.300 2.350 0.000 4.65

補 正 前 2.300 2.350 0.000 4.65

国　の　制　度 ― 4.65

最 高 限 度

（月分）

支　給　率　等

（支　給　率　等）

  キ　特殊勤務手当

一 般 行 政 職 税      務      職

支給対象職員の比率（%）
(令和8年3月1日現在）

  ク　その他の手当

備　　　　考

  オ　期末手当、勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

（３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

4.65 （３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

  カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 勧奨退職時特

別 昇 給
備　　　考

（月分） （月分） （月分）
そ の 他 の 加 算 措 置

―

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（２％～20％加算）

―

26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（２％～20％加算）

区          分 全    職    種
代  表  的  な  職  種

給料総額に対する比率（%） 0.8 0.4 1.4

50.0 100.0

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当、保健師手当
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住 居 手 当 同  じ

通 勤 手 当 異なる
 離島であるという特殊事情に加え、交通

 事情を考慮し、支給内容を設定

区          分 国 の 制 度 と の 異 同 差異の内容

扶 養 手 当 同  じ

66.7



あ


